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 別添３－１  

県営大宮東宮下団地内コンビニエンスストア 

出 店 事 業 に 関 す る 基 本 協 定 書 （ 案 ） 

 

 埼玉県（以下「甲」という。）と〇〇〇（以下「乙」という。）とは、県営大宮東

宮下団地内コンビニエンスストア出店事業に関する事業用地賃貸借について、次

のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第１条 甲は、「県営大宮東宮下団地内コンビニエンスストア出店者公募要項」（以  

    下「公募要項」という。）に定める手続きに基づき、乙を借地事業者とし  

    て選定し、この事業に係る土地賃貸借契約を締結することを前提とした 

    協議を行うものとする。 

 （協議） 

第２条 乙は、乙が提出した事業提案書類（以下「提案書類」という。）の事業提

案内容の詳細の検討を行い、甲との協議に基づき、この事業の事業内容

を確定するものとする。 

 （公募要項及び提案書類の遵守等） 

第３条 甲及び乙は、公募要項及び提案書類の内容を遵守するとともに、この事 

    業の公共性及び民間事業としての趣旨を尊重し、誠意をもって協議に当 

    たるものとする。 

 （事業提案内容の修正・変更） 

第４条 乙は、甲との協議により、事業提案内容を修正・変更することができるも 

    のとする。ただし、公募要項及び提案書類の主旨に反する場合はこの限 

    りではない。 

 （行政手続き等） 

第５条 都市計画法、建築基準法、さいたま市における指導要綱等に基づく協議、  

    手続きは乙が申請者となり実施する。ただし、県営大宮東宮下団地と一 

    体的に実施される協議・手続きについては甲・乙相互に協力し、原則とし 

    て乙が申請者となり実施する。 

 （協議及び契約スケジュール） 

第６条 乙は、甲との協議に基づき、令和７年４月を目途に協議及び新設の場合

は基本設計を終了し、この事業の事業内容を確定するものとする。 

   ２ 甲と乙は、令和７年７月を目途にこの事業に係る土地賃貸借契約を締 

    結するものとする。 

 （事業の実施が困難になった場合の措置） 

第７条 この協定に基づく協議期間中において、重大な制度・法令の変更、経営環 

    境の変化、県営住宅整備計画の変更等により、この事業の実施が困難に 
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    なり、土地賃貸借契約の締結に至らなかった場合、甲及び乙がそれまで 

    に要した経費はそれぞれの負担とする。 

 （債務不履行） 

第８条 甲及び乙は、この協定に定める義務を履行しないことにより、相手方に 

    損害を与えた場合はその損害を賠償するものとする。 

 （権利義務の譲渡の禁止） 

第９条 甲及び乙は、この協定書に基づく権利義務を他に譲渡してはならない。 

 （秘密の保持） 

第１０条  甲及び乙は、協議において知りえた秘密を相手方の同意を得    

ることなく他に漏らしてはならない。ただし、埼玉県情報公開条例に基 

    づき公開対象となる情報についてはこの限りではない。 

 （基本協定の有効期間） 

第１１条 この協定は、締結の日から土地賃貸借契約の締結の日までその効力を 

    有するものとする。ただし、この基本協定の有効期間の終了にかかわら 

    ず、前条の規定の効力は存続するものとする。 

 （定めのない事項等） 

第１２条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、 

    協定当事者協議して定めるものとする。 

  

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、協定当事者記名押印の上、 

それぞれその１通を所持する。 

 

 令和７年〇月〇〇日 

                          埼玉県さいたま市浦和区高砂三丁目１５番１号 

                      甲 埼玉県 

 

 

                 埼玉県知事 大野 元裕 

 

 

 

 

           乙 

 

 

 

 

 



 

1 

 

 

 別添３－２   

事業用定期借地権設定契約書（案） 

 

 

 埼玉県（以下「甲」という。）と〇〇〇（以下「乙」という。）とは、次のとおり

借地借家法（以下「法」という。）第２３条第２項に規定する定期借地権を設定す

ることを目的として、次のとおり契約を公正証書により締結するものとする。 

 （趣旨） 

第１条 甲は、その所有する次に掲げる土地（以下「この土地」という。）に乙の

ために、法２３条第２項に規定する事業用定期借地権（以下「本件借地権」とい

う。）を設定する。 

 (1) 所 在 地 埼玉県さいたま市見沼区大字東宮下字新西 2037-3 

  (2) 地 目 宅地   

  (3) 地 積 公簿 1,000 平方メートル 実測 1,000 平方メートル 

２ 本契約により甲が乙のために設定する本件借地権は賃借権とする。 

３ 本件借地権については、法第３条から第８条まで、第１３条及び第１８条並

びに民法第６１９条第１項の規定は適用されないものとする。 

 （用途） 

第２条 乙は、この土地を乙の直営店又はフランチャイズ店が行うコンビニエ 

ンスストア出店のために使用し、それ以外の用途に供してはならない。 

 （借地期間） 

第３条 本件借地権の存続期間は、令和７年７月８日から令和２７年７月７日 

までの２０年間とする。 

 （賃料） 

第４条 この土地の賃料は、年額〇，〇〇〇，〇〇〇円とする。ただし、前条に定  

 める期間の始期及び終期が年の中途に掛かるときは、当該年分の賃料は、日割 

 計算により算出した額とする。 

２ 甲又は乙は、３年毎に路線価の変化に合わせ、賃料の改定を請求することが

できる。 

 （賃料の納付） 

第５条 乙は、前条の賃料を、令和７年度については８月３０日までに、次年度以   

 降については毎年度の４月３０日までに甲の発行する納入通知書により、納付

しなければならない。 
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 （違約金の徴収） 

第６条 乙は、前条に定める期限までに賃料を納付しなかったときは、遅延日数

に応じ、納付すべき賃料の額に年２．５パーセントの割合を乗じて計算した金

額を違約金として甲に支払わなければならない。ただし、違約金の総額が 100 円

に満たないときは、この限りではない。 

 （保証金） 

第７条 乙は、初年度の賃料の納付と同時に保証金として、（賃料の１０ヶ月分）

を甲の発行する納入通知書により納付しなければならない。 

２ 保証金には、利息を付さないものとする。 

３ 甲は、乙が本契約に定める義務を履行し、この土地の返還を終了したときは、

保証金を還付するものとする。ただし、本契約に基づき乙が甲に支払うべき債

務が存するときは、甲はこれを保証金から控除することができる。 

４ 乙は、本契約の継続中は、保証金をもって甲に支払うべき債務の支払いに充

てることはできない。 

 （かし担保責任） 

第８条 本契約締結後、乙がこの土地に隠れたかしのあることを発見しても、甲

はその責めを負わないものとする。 

 （権利の譲渡等の禁止） 

第９条 乙は、第三者にこの土地に関する権利を譲渡し、若しくは担保の用に供

し、又はこの土地を転貸してはならない。 

 （現状変更の承認） 

第１０条 乙は、この土地の現状を変更しようとするときは、あらかじめ甲の承

認を得なければならない。 

 （維持管理費） 

第１１条 この土地の維持、管理等に要する経費は、すべて乙が負担するものと

する。 

 （使用状況の調査等） 

第１２条 甲は、必要があると認めるときは、この土地の使用状況について立入

調査し、又は報告を求めることができる。この場合において、乙は、その調査を

拒み、若しくは妨げ、又は報告を怠ってはならない。 

 （契約の解除） 

第１３条 甲は、次の各号の一に該当するときは、催告なしに本契約を解除する

ことができる。 
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(1)  乙が、この契約に定める義務を履行しないとき。 

(2)  甲において、この土地を公用又は公共用に供するとき。 

(3)  乙が、仮差押え、仮処分、強制執行、競売の申立てを受けたとき。 

(4)  乙が、破産手続きを開始、再生手続きを開始、会社整理、会社更生手続開 

  始の申立てを受け、又は申立てをなしたとき。 

(5)  著しく社会的信用を損なう等により、コンビニエンスストア導入業者とし 

   て相応しくないと甲が判断した場合。 

(6)  契約期間中、乙が次のいずれかに該当することが発覚したとき。 

ア  地方自治法施行令（昭和 22 年政令 16 号）第１６７条の４第２項各号に  

該当する者。 

イ  埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成 21 年施行）の規定 

  による入札参加停止措置を受けている者。 

ウ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第１７条第１項又は第２項の規定 

 による更生手続開始の申立てをしている者又は更生手続き開始の申立てを 

 されている者。ただし、同法の更生手続開始の決定を受けた者が、その者に 

 係る同法第１９９条第 1 項の更生計画の認可の決定があった場合又はその 

 者の一般競争入札参加資格の再認定がなされた場合を除く。 

エ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号） 

 第２条第２号及び同条第６号の規定による暴力団又は暴力団員が経営する 

 企業もしくは実質的に経営を支配する企業又はこれに準じるもの。 

オ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号） 

 の規定による暴力団員及びその構成員、準構成員並びにその関係者。 

カ ア又はオに該当する者を代理人、支配人その他の使用人として使用した 

 者。 

キ オ又はカに該当する者から委託を受けた者。 

ク 法人税、消費税及び県税に係る徴収金を完納していない者。 

２ 乙は、契約を継続し難い重大な事由が生じた場合、甲と協議のうえ、本契約を  

 解除し、又は変更することができる。 

（返還） 

第１４条 乙は、賃貸借の期間が満了したとき、又は、前条の定めによりこの契約   

  を解除されたときは、この土地を原状に復して甲に返還しなければならない。

ただし、甲がその義務を免除した場合は、この限りではない。 
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（損害賠償） 

第１５条 乙は、その責めに帰する理由により、この土地を損傷したときは、その  

 損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。ただし、乙がこの土地を

原状に復した場合は、この限りではない。 

 （登記） 

第１６条 乙がこの土地について、本件借地権設定の登記を行う場合には、甲は

これに協力するものとする。 

 （契約の費用） 

第１７条 本契約締結に係る公正証書作成に要する費用及び前条の登記に要す 

る費用は、乙の負担とする。 

 （定めのない事項等） 

第１８条 本契約に定めのない事項及び本契約に関し疑義が生じたときは、甲、 

 乙協議して定めるものとする。 

 

 本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ

の１通を所持する。 

 

 

 令和７年〇月〇日 

 

                          埼玉県さいたま市浦和区高砂三丁目１５番１号 

                      甲 埼玉県 

 

 

                 埼玉県知事 大野 元裕 

 

 

           乙 

 

 

 

 

 


